
　　

コロナ不況に打ち克つ経済政策を

七海ひろこ
幸福実現党 東京都本部代表

　中国から広がった新型コロナウィルスは、日本企業のサプライチェ
ーンの寸断や、訪日外国人の減少を招いています。政府の打ち出す自
粛要請と消費増税の影響も相まって、日本経済の先行きは非常に厳し
い状態です。大和総研は、欧米での感染拡大も影響し、新型コロナが日
本の実質GDPを5.9%（31兆1000億円）程、押し下げるという試算
を発表しました。　
　巨大な経済効果が見込まれていた東京五輪も延期となりました。日
本に必要なのは、他国の消費や生産活動に依存しない、内需を基調と
した成長戦略です。

　2019年10－12月期の実質ＧＤＰ改定値は年率換
算で前期比７.１％減となり、同年10月の消費税10
％への引き上げによる影響が顕在化しました。また
2020年2月の街角の声を反映した景気判断指数（DI）
は東日本大震災以来の低さを記録しています（上図）。
　さらに感染の広がりを防ぐため、政府は大規模なイ
ベントやスポーツ観戦などの自粛を要請。増税のダメ
ージに追い打ちをかけるように国民の消費はさらに滞り、
2020年の実質GDPはマイナス成長と見込まれます。

　全国一斉の臨時休校要請によって、子供の世話のた
めに働き手が休まざるをえなくなり、企業や医療機関、
外食産業などの事業活動に影響が出ました。
　 また企業への調査では、今後の可能性を含めて9割
以上が新型コロナが企業活動に影響すると答えていま
す。特に中小企業については、約半数がコロナ問題に
伴う消費の低下に影響を受けていると回答しました。
　さらに東京五輪の延期に伴い、日本全体で約3.2兆
円の経済損失が発生するとの試算（※）も出ています。
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幸福実現党の緊急経済対策

　政府は中小企業への5000億円規模の融資制度を開始し
ましたが、日本政策金融公庫の通常の融資には、企業の申
し込みから実行まで数カ月かかるとも言われています。
　中小企業の経営危機を救うために、手続きを簡素化し、
スピーディな融資を進めます。同時に企業の法人税と消費
税の納税猶予を行います。さらに新型コロナ蔓延の長期化
も視野に入れ、返済期間の延長を認めるなどの対応が必要
です。

スピーディな融資で 雇用と所得を守る

日本を復活させる！

国内回帰を目指す企業は 法人税を大幅減税

冷え込んだ消費を刺激する 大胆な減税
　消費活動の低迷を受け、現金給付や期限付き商品券支給
などの議論も出ていますが、効果が一時的なものにとどま
るうえ、一律支給には不公平感もあります。
　早急に消費を刺激するため、幸福実現党は大胆な減税を
進めます。「消費税の5%への恒久的な引き下げ」はもちろ
んのこと、将来的に「所得税の減税」「法人税の一律15%
への減税」を提言します。

　経済安全保障の観点からも、今こそ日本企業の国内回帰
を目指すべき時です。生産拠点を国内に移す時に必要とな
る設備投資額に応じて、税務的に優遇いたします。　　
　また、地方への製造業誘致のため、全国リニア新幹線網・
高速道路網をはじめとするインフラ整備と共に、食料やエ
ネルギー自給率を高めるための大胆な投資を行って経済成
長を目指します。

実質GDP成長率（前期比）

（内閣府より）

中国発・
新型コロナウィルス感染 霊査

中国全土で猛威を振るう新型悪性ウィ
ルス。感染拡大は阻止できるのか。そ
こに隠された天意とは。情報統制や人
命の軽視―。中国の様々な問題点と
ともに、日本の目指すべき方向が明ら
かにされる。

大川隆法著  幸福の科学出版刊  
1,540円（税込）

幸福実現党公式「言論チャンネル」配信中
政治や経済、社会保障、国際関係など

時事問題の気になるテーマを取り上げ、本音の議論を進めます。
新型コロナウィルス問題動画も配信中です。
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